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決算取締役会開催日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 単元株制度採用の有無 有 (１単元 1,000株)

 

１．１５年９月中間期の業績 (平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日) (注)記載金額は、百万円未満の端数を

(１) 経 営 成 績 　　切り捨てて表示しております。

 百万円 　     ％   百万円  　      ％   百万円   　   ％

百万円       ％ 　 　円　 　銭

(注)１．期中平均株式数

　  ２．会計処理の方法の変更　　　　無

　  ３．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(２) 配 当 状 況

(３) 財 政 状 態

百万円  百万円

２．１６年３月期の業績予想 (平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日)

百万円  百万円  百万円  　 　円　　 銭   　　円　　 銭

（参考）１株当たり予想当期純利益  (通期)   　 　　１０２ 円  ４２ 銭

　　※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含
　　　　んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
　　　　なお、上記予想に関する事項は添付資料の９ページを参照して下さい。

15年9月中間期 199,451株

25 00 25 00

15 年 3 月 期 5,331,649株

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
当 期 純 利 益

通 期 11,560 804 525

期　　末
売　上　高 経 常 利 益

(注)1.期末発行済株式数

 　 2.期末自己株式数

15年9月中間期 5,135,549株

22
1,448 33

53

1,494１５年９月中間期 12,902 7,673

1,441１ ５ 年 ３ 月 期 13,312 7,685 57.7 
１４年９月中間期 12,703

１４年９月中間期

１株当たり株主資本

             ％ 　　 　　　　円　   　　銭

00

総 資 産 株 主 資 本

１ ５ 年 ３ 月 期 　　－　　－ 25 
0 0 　　－

15 年 3 月 期

0 　　－

5,332,213株

　　－

１株当たり
中間配当金

１ 株 当 た り
年 間 配 当 金

15年9月中間期 5,235,549株

１ ５ 年 ３ 月 期 203 38

１５年９月中間期 255 ( 60.0) 48
１４年９月中間期 159 (△ 48.7) 29

中 間 (当 期) 純 利 益
１ 株 当 た り

中間(当期)純利益

(△ 30.0)

１５年９月中間期

11,675 645 732
１４年９月中間期

278

１ ５ 年 ３ 月 期

１５年９月中間期 0

3,351株 15 年 3 月 期 3,351株

85

5,331,931株14年 9月中間期

　　－

14年 9月中間期

株 主 資 本 比 率

59.5 
7,721 60.8 

14年 9月中間期 5,331,649株

会 社 名

コ ー ド 番 号

問 い 合 わ せ 先

代 表 者

平成１５年 １１月 ２１日

平成 － 年  － 月  － 日

営 業 利 益

 　　円　　銭  　 　円　　  銭

(△ 3.1)

売　上　高

5,552

98

5,432
( 2.2) 197
( 19.6) 203

経 常 利 益

06

(△ 3.1)

(△ 15.1) 287
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6．個別中間財務諸表等

 (１) 中 間 貸 借 対 照 表

（千円未満切捨表示）

要約貸借対照表
(平成１４年９月３０日) (平成１５年９月３０日) (平成１５年３月３１日)

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

　　（資　産　の　部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 

Ⅰ 流　 動　 資　 産

１. 現 金 及 び 預 金 1,263,672 1,626,649 1,637,070 

２. 受 取 手 形 1,246,454 1,523,208 1,583,223 

３. 売 掛 金 1,812,284 2,008,255 2,009,220 

４. た な 卸 資 産 1,898,111 1,893,091 1,998,275 

５. そ の 他 275,144 227,997 239,062 

貸 倒 引 当 金 △49,733 △46,202 △52,987 

流 動 資 産 合 計 6,445,934 50.7 7,232,999 56.1 7,413,866 55.7 

Ⅱ 固　 定　 資　 産

(１) 有 形 固 定 資 産 ※1

１. 建 物 ※2 1,069,818 1,428,185 1,365,566 

２. 土 地 ※2 1,536,375 1,647,583 1,647,583 

３. そ の 他 485,317 455,278 454,492 

有 形 固 定 資 産 合 計 3,091,510 24.3 3,531,046 27.3 3,467,641 26.0 

(２) 無 形 固 定 資 産 60,099 0.5 34,537 0.3 46,918 0.4 

(３) 投資その他の資産

１. 投 資 有 価 証 券 ※2 1,418,012 1,331,134 1,351,443 

２. 長 期 貸 付 金 124,659 200,210 124,726 

３. 繰 延 税 金 資 産 799,720 585,397 781,878 

４. そ の 他 ※4 783,947 352,595 487,364 

貸 倒 引 当 金 △20,283 △83,748 △80,189 

投 資 評 価 引 当 金 － △281,178 △281,178 

投資その他の資産合計 3,106,055 24.5 2,104,410 16.3 2,384,045 17.9 

固 定 資 産 合 計 6,257,665 49.3 5,669,995 43.9 5,898,605 44.3 

資 産 合 計 12,703,600 100   12,902,995 100   13,312,471 100   

　 科　　　　目

 当中間会計期間末 前中間会計期間末
前 事 業 年 度

期　　　別
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（千円未満切捨表示）

要約貸借対照表
(平成１４年９月３０日) (平成１５年９月３０日) (平成１５年３月３１日)

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

　　（負　債　の　部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 

Ⅰ 流　 動　 負　 債

１. 支 払 手 形 1,271,722 1,153,840 1,203,725 

２. 買 掛 金 450,104 636,202 810,334 

３. 短 期 借 入 金※2 1,324,720 1,796,750 1,877,380 

４. 未 払 法 人 税 等 22,218 2,041 3,151 

５. 未 払 消 費 税 等※3 54,056 39,007 72,843 

６. 賞 与 引 当 金 258,000 255,000 250,000 

７. そ の 他 299,000 273,609 300,526 

流 動 負 債 合 計 3,679,822 29.0 4,156,450 32.2 4,517,960 34.0 

Ⅱ 固　 定　 負　 債

１. 長 期 借 入 金※2 362,750 542,140 465,530 

２. 退 職 給 付 引 当 金 91,287 127,836 95,072 

３. 役 員 退 職 金 引 当 金 257,987 242,680 264,498 

４. そ の 他 589,753 160,258 283,491 

固 定 負 債 合 計 1,301,778 10.2 1,072,914 8.3 1,108,592 8.3 

負 債 合 計 4,981,600 39.2 5,229,364 40.5 5,626,553 42.3 

　　（資　本　の　部）

Ⅰ 資　　  本　 　 金 1,040,875 8.2 1,040,875 8.1 1,040,875 7.8 

Ⅱ 資　本　剰　余　金

１. 資 本 準 備 金 1,584,335 1,584,335 1,584,335 

資 本 剰 余 金 合 計 1,584,335 12.5 1,584,335 12.3 1,584,335 11.2 

Ⅲ 利  益  剰　余　金

１. 利 益 準 備 金 162,748 162,748 162,748 

２. 任 意 積 立 金 4,996,000 5,066,000 4,996,000 

３. 中間(当期)未処分利益 230,468 326,054 273,750 

利 益 剰 余 金 合 計 5,389,217 42.4 5,554,803 43.1 5,432,499 40.8 

Ⅳ 土地再評価差額金 △340,902 △2.7 △335,697 △2.6 △335,697 △2.5 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 55,266 0.4 16,960 0.1 △29,301 △0.2 

Ⅵ 自　 己　 株　 式 △6,792 △0.0 △187,646 △1.5 △6,792 △0.1 

資 本 合 計 7,721,999 60.8 7,673,630 59.5 7,685,918 57.7 

負 債 ・ 資 本 合 計 12,703,600 100   12,902,995 100   13,312,471 100.0 

 当中間会計期間末前中間会計期間末
前 事 業 年 度

　 科　　　　目

期　　　別
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 (２) 中 間 損 益 計 算 書
（千円未満切捨表示）

要約損益計算書

金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比 金　　　　額 百分比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 

Ⅰ 5,432,906 100   5,552,725 100   11,675,875 100   

Ⅱ ※5 3,789,017 69.7 3,790,491 68.3 8,056,735 69.0 

1,643,889 30.3 1,762,233 31.7 3,619,140 31.0 

Ⅲ ※5 1,440,428 26.5 1,565,151 28.2 2,973,343 25.5 

営 業 利 益 203,460 3.8 197,081 3.5 645,796 5.5 

Ⅳ ※1 109,690 2.0 105,870 1.9 138,094 1.2 

Ⅴ ※2 25,471 0.5 24,089 0.4 51,839 0.4 

経 常 利 益 287,679 5.3 278,862 5.0 732,051 6.3 

Ⅵ ※3 22,391 0.4 192,583 3.5 40,200 0.3 

Ⅶ ※4 71,240 1.3 58,738 1.1 425,158 3.6 

238,830 4.4 412,707 7.4 347,093 3.0 

9,965 10,053 7,602 

69,020 78,985 1.5 146,879 156,932 2.8 136,364 143,966 1.2 

159,844 2.9 255,775 4.6 203,126 1.8 

70,624 70,279 70,624 

230,468 326,054 273,750 

期　　　　別
前 事 業 年 度

 当中間会計期間前中間会計期間

特 別 利 益

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

平成１４年４月　１日から

平成１５年３月３１日まで

平成１５年４月　１日から

平成１５年９月３０日まで

特 別 損 失

中 間 (当 期) 未 処 分 利 益

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 (当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

売 上 高

売 上 原 価

平成１４年４月　１日から

平成１４年９月３０日まで
　 科　　　　目
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 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

項  目 

前中間会計期間 

(平成14年４月１日から 

平成14年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成15年４月１日から 

平成15年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は総平均法により

算定) 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

   同左 

  
  
  
  
 

 時価のないもの 
   同左 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却

原価は、総平均法により

算定) 

時価のないもの 

同左 
 (2)デリバティブ取引 

時価法 

(2)デリバティブ取引 

同左 

(2)デリバティブ取引 

同左 

 (3)たな卸資産 

商品、原材料及び貯蔵品 

移動平均法に基づく原価法 

製品及び仕掛品 

個別法または総平均法に基

づく原価法 

(3)たな卸資産 

商品、原材料及び貯蔵品 

同左  
製品及び仕掛品 

同左 

(3)たな卸資産 

商品、原材料及び貯蔵品 

同左  
製品及び仕掛品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備

を除く)については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物      ５～65年 

その他     ３～45年 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設

備を除く)については、定額

法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物      ５～65年 

その他     ３～45年 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属設備

を除く)については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物      ５～65年 

その他     ４～45年 

 (2)無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェアのうち

自社利用分については、社内

における利用可能期間(５

年)、販売目的については、見

込有効期間(３年)に基づいて

おります。 

(2)無形固定資産 

定額法によっており、ソフ

トウェアのうち自社利用分に

ついては、社内における利用

可能期間(５年)、販売目的分

については、見込有効期間

(３年)に基づいております。 

(2)無形固定資産 

   同左 
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項  目 

前中間会計期間 

(平成14年４月１日から 

平成14年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成15年４月１日から 

平成15年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで) 

３ 引当金の計上基準 

 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

――――― 

 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当

中間会計期間の負担分を計上

しております。 

(1)貸倒引当金 

   同左 

 

 

 

 

 

 

(2)投資評価引当金 

 子会社株式の実質価額の著し

い低下に対応するため、当該子

会社の資産内容等を勘案して評

価減相当額を計上しておりま

す。 

(3)賞与引当金 

同左 

  

(1)貸倒引当金 

   同左 

 

 

 

 

 

 

(2)投資評価引当金 

   同左 

 

 

 

 

(3)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当

期の負担分を計上しておりま

す。 

 (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間期末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しております。 

(4)退職給付引当金 

同左 

(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

なお、数理計算上の差異に

ついては、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(３年)に

よる按分額をそれぞれ発生の

翌期より費用処理しておりま

す。 

 (4)役員退職金引当金 

取締役の退職慰労金の支給

に備えるため、役員退職金規

程に基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(5)役員退職金引当金 

同左 

  

(5)役員退職金引当金 

取締役の退職慰労金の支給

に備えるため、役員退職金規

程に基づく期末要支給額を計

上しております。 

４ リース取引の処理

方法 

 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 

同左 同左 
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項  目 

前中間会計期間 

(平成14年４月１日から 

平成14年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成15年４月１日から 

平成15年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで) 

５ ヘッジ会計の方法 (1)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方 

  法 

繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

なお、為替予約等が付され

ている外貨建金銭債権債務等

については、振当処理を行っ

ております。 

また、ヘッジ会計の要件を

満たす金利スワップについて

は、特例処理を採用しており

ます。 

(1)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方 

  法 

同左 

(1)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方 

 法 

同左 

 (2)ヘッジ対象とヘッジ手段 

外貨建取引及び変動金利の

借入金をヘッジ対象とし、

各々為替予約及び金利スワッ

プをヘッジ手段としておりま

す。 

(2)ヘッジ対象とヘッジ手段 

   同左 

(2)ヘッジ対象とヘッジ手段 

   同左 

 (3)ヘッジ方針 

ヘッジ取引は実需に基づい

たリスクのみを対象とし、投

機的な手段としては行ってお

りません。 

(3)ヘッジ方針 

   同左 

(3)ヘッジ方針 

   同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

税抜処理によっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 
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会計処理の変更  
前中間会計期間 

(平成14年４月１日から 

平成14年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成15年４月１日から 

平成15年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで) 

――――― ――――― (自己株式及び法定準備金取崩等に関する

会計基準) 

 当事業年度から「企業会計基準第１号 

自己株式及び法定準備金の取崩等に関す

る会計基準」(平成14年２月21日企業会計

基準委員会)を適用しております。 

 この変更に伴う損益に与える影響は、

軽微であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により当

事業年度における貸借対照表の資本の部

については、以下のとおり表示を変更し

ております。 

１ 前事業年度において独立掲記してお

りました「資本準備金」は、当事業年

度においては「資本剰余金」の内訳科

目として表示しております。 

２ 前事業年度において独立掲記してお

りました「利益準備金」は、当事業年

度においては「利益剰余金」の内訳科

目として表示しております。 

３ 前事業年度において「その他の剰余

金」の内訳科目として表示しておりま

した「任意積立金」は、当事業年度に

おいては「利益剰余金」の内訳科目と

して表示しております。 

４ 前事業年度において「その他の剰余

金」の内訳科目として表示しておりま

した「当期未処分利益」は、当事業年

度においては「利益剰余金」の内訳科

目として表示しております。 

  
(１株当たり当期純利益に関する会計基準

等) 

 当事業年度から「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成14年９月25日 企業会計基準第

２号)及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成14年９月25日 企業会計基準

適用指針第４号)を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針の適用

に伴う影響については、(１株当たり情

報)注記事項に記載のとおりであります。 
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追加情報  
前中間会計期間 

(平成14年４月１日から 

平成14年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成15年４月１日から 

平成15年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで) 

(自己株式及び法定準備金取崩等会計) 

 当中間会計期間から「自己株式及び法

定準備金の取崩等に関する会計基準」

(企業会計基準第１号)を適用しておりま

す。 

これによる当中間会計期間の損益に与え

る影響はありません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対

照表の資本の部については、改正後の中

間財務諸表等規則により作成しておりま

す。 

――――― ――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係)  
前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度末 

(平成15年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,050,815千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,217,668千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,135,702千円 

※２ 資産につき設定している担保権の

明細 

担保資産 

※２ 資産につき設定している担保権の

明細 

担保資産 

※２ 資産につき設定している担保権の

明細 

担保資産 

建物 595,724千円

土地 1,078,118 

投資有価証券 172,969 

計 1,846,811千円 

建物 577,541千円

土地 1,078,118 

投資有価証券 163,549 

計 1,819,209千円 

建物 596,458千円

土地 1,078,118 

投資有価証券 116,205 

計 1,790,782  

担保資産に対応する債務 

短期借入金 924,059千円
長期借入金 312,310 
受取手形 
割引高 

200,936 

計 1,437,305千円 

担保資産に対応する債務 

短期借入金 1,147,819千円
長期借入金 364,450 
受取手形 
割引高 

57,225 

計 1,569,495千円 

担保資産に対応する債務 

短期借入金 1,145,795千円

長期借入金 395,410 

計 1,541,205千円 
 

また、上記以外に投資有価証券

13,608千円を取引保証金の代用とし

て担保に供しております。 

※３ 消費税等の表示方法 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ「未払消費税等」として

記載しております。 

――――― 

また、上記以外に投資有価証券

12,744千円を取引保証金の代用とし

て担保に供しております。 

※３ 消費税等の表示方法 

同左 

 

 

※４ 繰延ヘッジ損益 

 ヘッジ手段に係る損益または評価

差額は、純額で繰延ヘッジ損失とし

て計上しております。なお、相殺前

の繰延ヘッジ損失及び繰延ヘッジ利

益の総額は次のとおりであります。 

  (投資その他の資産「その他」)  

繰延ヘッジ損失 76,077千円

繰延ヘッジ利益 54,498 
差引 21,578千円 

また、上記以外に投資有価証券

13,512千円を取引保証金の代用とし

て担保に供しております。 

――――― 

 

 

 

――――― 

 ○保証債務 

次のとおり関係会社の金融機関か

らの借入金に対して保証を行ってい

ます。 

被保証者 
金額 

(千円) 

ATAS GL 

International B.V. 
56,750 

 なお、上記保証債務は、外貨建で

あり、その外貨額は471千EUROであ

ります。 

 ○保証債務 

――――― 

 ○保証債務 

次のとおり関係会社の金融機関か

らの借入金に対して保証を行ってい

ます。 

被保証者 
金額 

(千円) 

ATAS GL 

International B.V. 
70,633 

 なお、上記保証債務は、外貨建で

あり、その外貨額は544千EUROであり

ます。 

 ○受取手形割引高    504,490千円  ○受取手形割引高   195,740千円  ○ 受取手形割引高   50,424千円 
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(中間損益計算書関係)  
前中間会計期間 

(平成14年４月１日から 

平成14年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成15年４月１日から 

平成15年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 2,675千円 
受取配当金 83,038  

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 2,862千円

受取配当金 80,056  

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 5,386千円

受取配当金 83,487  
※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 11,682千円 

――――― 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 11,620千円

※３ 特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券

売却益 
 

184,238千円 

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 20,955千円

――――― 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

過年度役員退職金

引当金 

 
50,097千円 

――――― ※４ 特別損失のうち重要なもの 

投資評価引当

金繰入額 
 

281,178千円 
※５ 減価償却実施額 

有形固定資産 94,290千円 

無形固定資産 17,165  

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産 105,997千円

無形固定資産 17,708  

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産 205,808千円

無形固定資産 34,724  
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(リース取引関係)  
前中間会計期間 

(平成14年４月１日から 

平成14年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成15年４月１日から 

平成15年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで) 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

    有形固定資産 
(工具器具 

及び備品) 
取得価額 
相当額   84,094千円
減価償却 
累計額 
相当額 

  
45,994 

中間期末 
残高 
相当額 

  
38,100 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

    有形固定資産 
(工具器具 

及び備品) 
取得価額 
相当額   87,111千円
減価償却 
累計額 
相当額 

  
56,931 

中間期末 
残高 
相当額 

  
30,179 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

    有形固定資産 
(工具器具 

及び備品) 
取得価額 
相当額   84,094千円
減価償却 
累計額 
相当額 

  
54,039 

期末残高 
相当額 

  
30,055 

 
なお、取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によってお

ります。 

なお、取得価額相当額の算定は、

有形固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法に

よっております。 

なお、取得価額相当額の算定は、

有形固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法によってお

ります。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 16,088千円

１年超 22,011 

計 38,100千円 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 13,697千円

１年超 16,482 

計 30,179千円 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 13,266千円

１年超 16,789 

計 30,055千円 
なお、未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、有形固定資産の中間

期末残高等に占める未経過リース料中

間期末残高の割合が低いため、支払利

子込み法によっております。 

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額の算定は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法によっておりま

す。 

なお、未経過リース料期末残高相

当額の算定は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利子込

み法によっております。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 8,044千円
減価償却費 
相当額 

8,044 
 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 8,080千円
減価償却費 
相当額 

8,080 
 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 16,088千円
減価償却費 
相当額 

16,088 
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

    同左 
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(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度末 

(平成15年３月31日) 

区分 中間貸借対

照表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

中間貸借対

照表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

貸借対照 

表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

子会社 

株式 
617,076 3,706,236 3,089,159 617,076 2,867,376 2,250,299 617,076 2,358,976 1,741,899 

  

(１株当たり情報) 
前中間会計期間 

(平成14年４月１日から 

平成14年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成15年４月１日から 

平成15年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで) 

――――― １株当たり純資産額 1,494円22銭  １株当たり純資産額 1,441円53銭  

 １株当たり中間純利益 48円85銭  １株当たり当期純利益 38円06銭  
  なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

 １株当たり中間純利益の算定上の基礎 

 中間損益計算書上の中間純利益 

255,775千円  

 普通株式に係る中間純利益 

255,775千円  

 普通株主に帰属しない金額の主要な内

訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

5,235,549株 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

 当事業年度から「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成14年９月25日 企業会計基準第

２号)及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成14年９月25日 企業会計基準

適用指針第４号)を適用しております。 

 なお、当事業年度において、従来と同

様の方法によった場合の(１株当たり情

報)については、以下のとおりでありま

す。 

１株当たり純資産額 1,441円56銭 

１株当たり当期純利益 38円10銭 

１株当たり当期純利益の算定

上の基礎 
 

 損益計算書上の当期純利益 203,126千円 

 普通株式に係る当期純利益 202,946千円 

 普通株主に帰属しない金額

の主な内訳 

 

 

  利益処分による役員賞与

金 
180千円 

 普通株式の期中平均株式数 5,331,931株 
 

 

(重要な後発事象)  
前中間会計期間 

(平成14年４月１日から 

平成14年９月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成15年４月１日から 

平成15年９月30日まで) 

前事業年度 

(平成14年４月１日から 

平成15年３月31日まで) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 
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7．品目別売上高明細表

（千円未満切捨表示）

期　　　　別
平成１４年４月　１日から 平成１５年４月　１日から 平成１４年４月　１日から

平成１４年９月３０日まで 平成１５年９月３０日まで 平成１５年３月３１日まで

　区　　　分 金　 　額 構成比 金　 　額 構成比 金　 　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 

ガスクロマトグラフ 1,797,255 33.1 1,686,209 30.3 3,930,319 33.7 

(36,908) (2.1) (42,664) (2.5) (89,662) (2.3)

製 液体クロマトグラフ 1,184,024 21.8 1,347,826 24.3 2,503,335 21.4 

(134,799) (11.4) (151,552) (11.2) (262,178) (10.5)

品 そ の 他 437,821 8.1 370,391 6.7 987,338 8.5 

(11,842) (2.7) (4,506) (1.2) (45,250) (4.6)

小 計 3,419,101 62.9 3,404,427 61.3 7,420,993 63.6 

(183,550) (5.4) (198,723) (5.8) (397,091) (5.4)

ガスクロマトグラフ 525,123 9.7 655,631 11.8 1,119,615 9.6 

(3,826) (0.7) (5,075) (0.8) (5,851) (0.5)

商 液体クロマトグラフ 646,136 11.9 633,524 11.4 1,291,679 11.0 

(8,856) (1.4) (20,302) (3.2) (22,778) (1.8)

品 そ の 他 842,545 15.5 859,140 15.5 1,843,587 15.8 

(1,832) (0.2) (2,227) (0.3) (3,059) (0.2)

小 計 2,013,805 37.1 2,148,297 38.7 4,254,881 36.4 
(14,515) (0.7) (27,605) (1.3) (31,689) (0.7)

合 計 5,432,906 100   5,552,725 100   11,675,875 100   

(198,065) (3.6) (226,328) (4.1) (428,780) (3.7)

（注）１. 金額は消費税等を含んでおりません。
　　　２.（　）内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
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8．主要製品・商品の期中受注高及び受注残高

（千円未満切捨表示）

期　　　　別
平成１４年４月　１日から 平成１５年４月　１日から 平成１３年４月　１日から
平成１４年９月３０日まで 平成１５年９月３０日まで 平成１４年３月３１日まで

受　注　高 受  注  残  高 受　注　高 受  注  残  高 受　注　高 受  注  残  高

　区　　　分 金　 　額 金　 　額 構成比 金　 　額 金　 　額 構成比 金　 　額 金　 　額 構成比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 

ガスクロマトグラフ 1,832,395 215,384 31.3 1,783,614 269,288 31.7 3,921,958 171,883 24.2 

製

液体クロマトグラフ 1,161,678 75,745 11.0 1,325,986 66,259 7.8 2,493,343 88,099 12.4 

そ の 他 486,563 107,342 15.6 402,693 114,024 13.4 1,010,460 81,722 11.5 

品

小 計 3,480,638 398,472 57.9 3,512,293 449,571 52.9 7,425,763 341,705 48.1 

ガスクロマトグラフ 517,363 42,424 6.2 649,663 72,414 8.5 1,147,813 78,382 11.0 

商

液体クロマトグラフ 492,458 54,388 7.9 636,682 76,747 9.0 1,157,202 73,589 10.3 

そ の 他 883,858 192,976 28.0 893,733 251,944 29.6 1,909,275 217,352 30.6 

品

小 計 1,893,680 289,789 42.1 2,180,078 401,105 47.1 4,214,291 369,324 51.9 

合 計 5,374,318 688,262 100   5,692,372 850,677 100   11,640,054 711,029 100   

（注）金額は消費税等を含んでおりません。

前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度
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